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■令和 7 年 8 ⽉施⾏の⽼⼈保健施設・介護医療院における多床室の室料相当額控除の対応について 

平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

令和 7 年 8 ⽉より施⾏される「⽼健・介護医療院における多床室の室料相当額控除」への「Quick けあ」における対応をご案内申し上げます。 
お客様側で⾏って頂く作業が含まれておりますので、内容をご確認の上、必要に応じて設定を⾏って頂きますようお願い致します。 
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1．令和 7 年 8 ⽉からの室料相当額負担および基準費⽤額改定について 
 令和 7 年 8 ⽉より、介護⽼⼈保健施設、介護医療院の⼀部（下記参照）において、「室料相当額（居住費）」の負担⾒直しが実施されます。 
これに伴い、施設サービス費から「室料相当額」が控除され、代わりに居住費（基準費⽤額）が引き上げられます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．多床室の室料相当額控除対応について（⽼健・介護医療院） 

※厚⽣労働省「介護保険最新情報 vol.1397 (令和７年 8〜)室料相当額控除」より抜粋 



 

 

2．「Quick けあ」における対応内容について 

 ①体制設備および⽉間実績画面に「室料相当額控除」の加減算
事業所マスタの体制設備で「室料相当額控除」を『あり』に設定

後述の算定方法（７ページ参照）を設定後、通常通り実績

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所マスタ 

体制設備の「室料相当額控除」を「あり」に設定すると

「⽉間実績画面」に項目が追加されます。 

 

「室料相当額控除」の加減算項目を追加いたしました。 
「室料相当額控除」を『あり』に設定すると、⽉間実績画面に「室料相当額控除」の項目が

実績取込み処理を⾏うことで当該加減算項目が算定されます。 

⽉間実績画面 

実績に反映させるためには、別途算定方法の設定が

必要となります。（7 ページ参照）
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の項目が追加されます。 

に反映させるためには、別途算定方法の設定が

ページ参照） 
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➁介護報酬請求（レセプト）の「室料相当額控除」の反映と「基準費⽤額」の引き上げに対応いたしました。 

⽉間実績画面で設定された「室料相当額控除」が、介護報酬請求明細書に反映されます。それに伴い、特定施設サービス費（負担限度額）の居住費の 
「基準費⽤額」も改定後の⾦額（697 円※）に変更となります。なお「室料相当額控除」が算定されていない場合は、基準費⽤額が従来通り「437 円」
となりますのでご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護報酬請求 介護給付費明細書 

改定後の基準費⽤額「697 円」に変更されます。 

※利⽤料⾦マスタの居住費が基準額以上の設定と

なっている必要があります。 

【※重要】 

レセプトの「費⽤単価（円）」に基準費⽤額「697 円」を反映させるためには、⽉間実績で「室料相当額控除」を設定する以外に 

自施設の利⽤料⾦マスタで対象居室料の⾦額を「697 円」以上に変更する必要があります。（設定方法は本資料の 10 ページをご参照ください。） 

介護給付費明細欄に表示されます。 



 

 

 
 

 1．室料相当額控除の対象となる場合 
  ①事業所マスタの設定（体制設備） 

   自施設が『室料相当額控除』の対象となる場合は、事業所マスタの体制設備にて『室料相当額控除』の項目を「あり」
なお、未設定の場合は「控除なし（従来通り）」の算定
 
例）令和 7 年 8 ⽉ 1 ⽇より「室料相当額控除」の算定を設定する場合
【メニュー】マスタ->事業所 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．室料相当額控除の設定について 

① 事業所を選択し「編集」で開きます。

② 変更したいサービス種類を「編集」で開きます。 

事業所マスタの体制設備にて『室料相当額控除』の項目を「あり」
の算定となります。 

⽇より「室料相当額控除」の算定を設定する場合 

事業所を選択し「編集」で開きます。 

④ 異動⽇を「算定開始⽇」に変更し、
「設定」をクリックします。 

③ 異動履歴の「追加」をクリックします。
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事業所マスタの体制設備にて『室料相当額控除』の項目を「あり」に変更してください。 

次ページに続きます 

異動履歴の「追加」をクリックします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 変更したいサービス種類を「編集」で開きます。 

⑥ 「設定」をクリックします。

⑤ 体制設備の「室料相当額控除」を『あり』に変更します。

⑦ 事業所設定画面に画面が切り替わったら
「保存」をクリックします。 

「設定」をクリックします。 
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に変更します。 



 

 

2．室料相当額控除の自動算定の設定について
 

⽉間実績画面で「室料相当額控除」を自動算定する方法

①【強制算定】施設全体に⼀律で「室料相当額控除」を
 

例）令和 7 年 8 ⽉ 1 ⽇より「室料相当額控除」の算定を設定する場合

【メニュー】マスタ->算定条件  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No 算定方法 対象 

①  強制算定 施設全体（多床室）に⼀律で「室料相当額控除」を

② 請求情報 利⽤者別（多床室）に「室料相当額控除」

① マスタの「算定条件」を
クリックします。 

の自動算定の設定について 

する方法は、自事業所の運⽤に合わせて下記 2 パターンのいずれかを選択

で「室料相当額控除」を設定する 

⽇より「室料相当額控除」の算定を設定する場合 

対象ページ

「室料相当額控除」を設定する場合 

「室料相当額控除」を設定する場合 

② 「新規」をクリックします。 
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選択して下さい。 

 

 

 

 

対象ページ 

7 ページ 

9 ページ 

次ページに続きます 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

③ 「事業所」「サービス種類」を選択します。

④ 算定項目から「室料相当額控除」を選択し、

算定条件には「強制算定」を設定します。 

※「●室料相当額控除」の頭の記号は、設定

8/1 以降の場合、「○」の表記となります。

⑤ 「適⽤開始期間」を設定します。 

⑥ 「保存」をクリックします。 

⑦ ⼀覧に追加されます。 
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を選択します。 

算定項目から「室料相当額控除」を選択し、 

 

設定作業⽇が 

「○」の表記となります。 



 

 

➁【請求情報】利⽤者別に「室料相当額控除」を設定する
 
例）令和 7 年 8 ⽉ 1 ⽇より「室料相当額控除」の算定を設定する場合

  【メニュー】利⽤者情報->異動情報（請求情報）※⽉間実績等の画面から
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

② 「新規」をクリックします。 

⑤ 適⽤開始⽇を設定します。

別に「室料相当額控除」を設定する 

⽇より「室料相当額控除」の算定を設定する場合 

⽉間実績等の画面から請求情報画面を開いても問題ありません。 

① 利⽤者を選択し、「請求情報」を開きます。 

③ 「サービス種類」「サービス事業」を
選択します。

④ 算定項目で「室料相当額控除」を選択
します。 

※基準⽇が令和 7 年

「令和 7 年 8 ⽉ 1

適⽤開始⽇を設定します。 

⑥ 「保存」をクリックします。 
9

「サービス種類」「サービス事業」を
選択します。 

算定項目で「室料相当額控除」を選択

年 7 ⽉以前になっている場合は

1 ⽇以降」に変更してください。 
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基準費⽤額改定により、施設の居住費（利⽤料）を変更される場合は、利⽤料⾦マスタより⾦額の変更をお願いいたします。 
 

例）令和 7 年 8 ⽉ 1 ⽇より、居住費を「697 円」に変更する場合  
  【メニュー】マスタ->利⽤料⾦ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．「基準費⽤額」の改定に伴い、居住費（利⽤料）を変更する場合 

① 「事業所」と「サービス種類」を選択します。 

② ⼀覧の中から変更したい「利⽤料⾦名」を選択し、
「編集」をクリックします。 

次ページに続きます 
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③ 画面左上の「複写」をクリックします。 

最新の履歴と同じ⽇付で追加されます。 

 

④ 「適⽤開始⽇」を変更します。 

「適⽤開始⽇」で設定した⽇付が反映します。 

⑤ 「単価」に変更後の⾦額を⼊⼒し、
「保存」をクリックします。 
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【運⽤】外泊時の「室料相当額控除」について 
 
  厚⽣労働省「室料相当額控除」の資料に『外泊時には「室料相当額控除」は適⽤しない』と記載されています。 
 現バージョンでは、「室料相当額控除」を⽉間実績画面で自動算定した場合、外泊時にも「室料相当額控除」が算定されます。 
 今後、個別に対応する予定になっておりますので、お手数おかけいたしますが、外泊の登録があった場合には、実績画面にて手動で 

「室料相当額控除」の算定を外して頂きますようお願いいたします。 
 
【メニュー】請求->サービス実績画面 

 

実績を取り込むと「外泊時」の 
「室料相当額控除」も算定されます。 

外泊対象⽇の「室料相当額控除」の
実績を手動で外してください。 

【補足】外泊時の基準費⽤額について 
外泊時は「室料相当額控除」の適⽤対象外となるため、レセプトに反映される「基準費⽤額」は従来の『437 円』となります。 


